
３割の累犯者が６割の
犯罪をじゃっ起してい
る。

刑務所入所者の半数以
上は再入所者である。

満期釈放者の半数以上
が５年以内に再入所し
ている。

刑務所再入所者の７割
は再犯時に無職であ
る。

無職の保護観察対象者
の再犯率は，有職者の
４倍である。

保護観察対象者の無職
率が２４％に上昇してい
る。

帰住先のない者ほど刑
務所への入所を繰り返
している。

帰住先のない者ほど再
犯期間が短い。

受刑者の相当数は，犯
罪時に「だれに相談した
らいいか分からない」状
態である。

更生保護施設退所後に
一番ニーズが高いのは
「相談先の確保」であ
る。

現状の問題点 課題

社会復帰支援
が重要

特に満期釈放
者支援

特に雇用確保
支援

特に住居確保
支援

特に相談支援

対策 目標

再犯防止のための刑務所出所者等の社会復帰支援事業の維持・強化（社会内処遇）

　　○　「新成長戦略」・「成長戦略実行計画（工程表）」（平成２２年６月１８日閣議決定）
　　　　　Ⅵ　雇用・人材戦略～「新しい公共」－支えあいと活気のある社会の構築～②
　　　　　　３．社会・環境分野の課題解決と経済成長を一体的に推進し，国民の不幸を最小化
　　　　　　（１）政府だけでは解決できない社会的諸課題に対して，様々な主体が参画し，協働して国民のニーズにきめ細かに対応することで解決
　　　　　　　　・刑務所出所者等の社会復帰支援

　　○　民主党の政権政策（マニフェスト）（平成２２年６月）
      　　６　雇用　高齢者，女性をはじめ働くことを望む全ての人に就業のチャンスがある社会をめざします。
      　　  ・　非正規労働者や長期失業者に対して，マンツーマンで就職を支援する体制を整備します。

政
府
等
方
針

◎　刑務所出所者等の
  社会復帰支援の強化

　

○　民間のノウハウを活かした
　就労支援・雇用確保の強化
　（更生保護就労センター事業）

○　民間の資源を活かした生活
　基盤確保の強化

○　更生保護サポートセンター
　の拡充による地域定着支援の
　強化

○　保護司適任者の確保及び
　更生保護サポーターの拡大等
　による地域社会の支援基盤強化

○　民間との連携による再犯防止
　対策（保護観察処遇）の強化

雇用・住居・相談
先の確保を中心
とした生活基盤
の強化等により，
刑務所出所者等
の社会復帰と
再犯防止を推進

「一人ひとりを
包摂する社会」
「国民生活の
安定・安全」
の実現に寄与

帰住先の定まらないま
ま満期釈放となる者が
年間約５千人に及ぶ。



新成長戦略に対応した刑務所出所者等の社会復帰支援策（社会内処遇）

Ⅵ　雇用・人材戦略～「新しい公共」－支えあいと活気のある社会の構築～②
　３．社会・環境分野の課題解決と経済成長を一体的に推進し，国民の不幸を最小化
　（１）政府だけでは解決できない社会的諸課題に対して，様々な主体が参画し，協働して国民のニーズに
　　　きめ細かに対応することで解決

　　　・刑務所出所者等の社会復帰支援

更生保護における刑務所出所者等の社会復帰支援策

　◎更生保護就労センター事業の実施

　◎更生保護サポートセンターの拡充等

　◎更生保護施設の受入れ機能の拡充

　◎緊急的住居確保・自立支援対策

　◎住居付き雇入れ奨励金制度の導入

　◎保護司確保及び更生保護サポーターの拡大等

　◎社会貢献活動の導入等

新成長戦略

新
し
い
公
共

一
人
ひ
と
り
に

居
場
所
と
出
番
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新成長戦略のキーワード



民間事業者によるきめ細やかな就労支援・雇用確保
 ○マッチング支援と就労継続のためのフォローアップ　○協力企業の開拓・拡大，雇用情報の収集・提供，関係者に対する研修等

更生保護就労センター

○　受入れ枠の拡大　○　施設整備
○　処遇機能の強化

更生保護施設

緊急的住居確保・
自立支援対策

住居確保
空借家等を活用した

居室の確保，食事の提供

巡回生活支援
自立訓練等の実施

サテライト
更生保護施設

刑
務
所
か
ら
の
出
所
等

○　社会貢献活動への協力

社会福祉施設等

○　薬物事犯者引受人会
　 への協力

DARC，医療機関等

○　各種社会復帰支援策
　への協力

更生保護ボランティア

■　住居付き雇入れ
　奨励金制度

■　更生保護サポート
　センターによる地域
　定着支援

地域定住

自
　
立

住居
付き
雇用
主等
の情
報提
供

■　更生保護サポーターの拡大

　　（シンポジウム）等

生活環境
の調整の

充実

施設内処遇か
ら社会内処遇
へ社会復帰

支援の引継ぎ

◆再犯防止のための刑務所出所者等の社会復帰支援事業の維持・強化（全体イメージ図・社会内処遇）

ＮＰＯ等

多様な主体の参画

帰住先確保
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◎

 

再犯防止のための刑務所出所者等の社会復帰支援事業の維持・強化

要望額合計

 

２２，４９１百万円

施設内処遇

要望額

 

７，１３５百万円

（主な内容）

○矯正施設の整備

5,236百万円

老朽，狭あい，耐震強度不足又は

 

機能不備の矯正施設の整備

○就労支援・矯正教育の充実・強化

職業訓練科目の拡充，薬物事犯者

 

処遇の強化，教科指導の充実等

1,899百万円
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○矯正施設の整備

矯正施設

２９７庁

老朽庁

 

１３２庁

工事中庁 ４５庁

要整備庁１７７庁

 

５９．６％
うち耐震強度不足

８３庁（２７．９％）

◆ 刑事施設における矯正教育体制の充実
・

 

薬物事犯者処遇の充実強化
・

 

教科指導の充実
・

 

被害者の視点を取り入れた教育の充実強化
・

 

性犯罪再犯防止指導の充実◆ 少年施設における矯正教育体制の充実
・

 

薬物事犯少年に対する指導体制の充実強化
・

 

基礎学力向上に向けた教育基盤の整備
･

 

法務省式リスクアセスメントツールの開発

◆ 就労支援体制の充実
・

 

社会復帰支援体制，職業能力支援体制の充実
・

 

地域生活定着支援経費等

国民の利益国民の利益

治安の維持・確保治安の維持・確保 健全な社会の実現健全な社会の実現

再犯防止対策の充実
⇒ 改善更生と再社会化

再犯防止対策の充実
⇒ 改善更生と再社会化

収容施設の整備状況

○就労支援・矯正教育の充実・強化

◆ 継続工事庁の早期完成
◆ 耐震上問題のある庁の整備促進
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覚せい剤事犯受刑者の推移

覚せい剤事犯者は
毎年約２０％で推移

（人）

（人）

中学卒業
42.4%
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25.2%

高校在学・中退
23.5%

義務教育
未修了者

1.3%

その他
（不就学・不詳）

0.2%大学在学・
中退・卒業

7.4%

義務教育未修了者

中学卒業

高校在学・中退

高校卒業

大学在学・中退・卒業

その他（不就学・不詳）

高校未修了者
１９，０５７人
（６７．４％）

平成２１年新受刑者の教育程度

総数

28,293人
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大学在学・中退・卒業
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0.2%大学在学・
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7.4%

義務教育未修了者

中学卒業

高校在学・中退

高校卒業

大学在学・中退・卒業

その他（不就学・不詳）

高校未修了者
１９，０５７人
（６７．４％）

平成２１年新受刑者の教育程度

総数

28,293人



矯正業務の民間開放
要望額

 

１５，３５６百万円

ＰＦＩ手法による刑務所の整備・運営事業について

（山口県美祢市，収容定員1,３00人）

平成17年6月 契約締結，平成19年4月 運営開始
平成22年8月 変更契約締結

スケジュール

施設整備，維持管理，運営を実施

事業期間：２０年間

事業概要

犯罪傾向の進んでいない受刑者（男子500，女子800人）

収容対象

経費節減効果

国債限度額
約６８６億円

契約金額
約６３９億円

約6.9％節減

セコム，清水建設，竹中工務店，新日本製鐵，
日立製作所，小学館プロダクション，
ニチイ学館，ＵＦＪ銀行 ほか

事業者

経費節減効果

国債限度額
約１,０２６億円

契約金額
約９２２億円

約10.1％節減

（島根県浜田市，収容定員2,000人）

平成１８年１０月 契約締結
平成２０年１０月 運営開始

スケジュール

施設整備，維持管理，運営を実施

事業期間：２０年間

事業概要

犯罪傾向の進んでいない男子受刑者

収容対象

大林組，綜合警備保障，日本電気，丸紅，
グリーンハウス，ピーエイチピー研究所，
みずほコーポレート銀行 ほか

事業者

（栃木県さくら市，収容定員2,000人）

平成１９年 ６月 契約締結
平成１９年１０月 運営開始

スケジュール

維持管理・運営に特化（施設整備は国実施）

事業期間：１５年間

事業概要

犯罪傾向の進んでいない男子受刑者

収容対象
経費節減効果

国債限度額
約４０１億円

契約金額

約３８７億円

約3.4％節減

セコム，三井物産，東京美装興業，

小学館プロダクション ほか

事業者

（兵庫県加古川市，収容定員1,000人）

平成19年5月 契約締結，平成19年10月 運営開始
平成23年度 変更契約予定

スケジュール

維持管理・運営に特化（施設整備は国実施）

事業期間：１５年間

事業概要

犯罪傾向の進んでいない男子受刑者

収容対象
経費節減効果

国債限度額
約２７４億円

契約金額

約２６８億円

約2.1％節減

大林ファシリティーズ，綜合警備保障，東レ，
マンパワージャパン，ピーエイチピー研究所，
コクヨマーケティング ほか

事業者

○ＰＦＩ事業による民間委託

13,038百万円

島根あさひ社会復帰促進

 

センター等の運営，整備

2,317百万円

○公共サービス改革法によ

 

る民間委託

刑務所（黒羽刑務所，静岡

 

刑務所，笠松刑務所）の運

 

営と炊場棟の整備

（主な内容）

教育・職業訓練業務

作業技術指導

職業訓練

分類調査

改善指導 教科指導

柔軟で多様なプログラムの提供

研究機関
企業

非営利団体

研究機関
企業

非営利団体

対象業務

対象施設
黒羽刑務所，静岡刑務所
笠松刑務所

収容関連サービス

職業訓練として，受刑者を使用して
給食，洗濯及び清掃を実施

総務・警備業務

民 民

官 官

システム化

民 民

官 官

システム化

最新の警備システム導入による効率的な警備

対象施設 静岡刑務所，笠松刑務所

写真撮影 指紋採取

施設警備 収容監視

領置物保管

信書検査補助

所持品検査

図書検査補助

総務系事務支援 窓口受付

自動車運転 データ入力

庁舎監視 保安事務支援

正門警備 構外巡回

対象業務

事業対象 事業期間

基本的考え方

スケールメリットによる経済性の向上

相互に関連する業務の兼務による効率化既存の委託業務と特定公共サービ
スの組合せ

○

複数の施設を対象○

公共サービス改革法導入について

教育・職業訓練業務

作業技術指導

職業訓練

分類調査

改善指導 教科指導

柔軟で多様なプログラムの提供

研究機関
企業

非営利団体

研究機関
企業

非営利団体

対象業務

対象施設
黒羽刑務所，静岡刑務所
笠松刑務所

収容関連サービス

職業訓練として，受刑者を使用して
給食，洗濯及び清掃を実施

総務・警備業務

民 民

官 官

システム化

民 民

官 官

システム化

最新の警備システム導入による効率的な警備

対象施設 静岡刑務所，笠松刑務所

写真撮影 指紋採取

施設警備 収容監視

領置物保管

信書検査補助

所持品検査

図書検査補助

総務系事務支援 窓口受付

自動車運転 データ入力

庁舎監視 保安事務支援

正門警備 構外巡回

対象業務

事業対象 事業期間

基本的考え方

スケールメリットによる経済性の向上

相互に関連する業務の兼務による効率化既存の委託業務と特定公共サービ
スの組合せ

○

複数の施設を対象○

公共サービス改革法導入について

教育・職業訓練業務

作業技術指導

職業訓練

分類調査

改善指導 教科指導

柔軟で多様なプログラムの提供

研究機関
企業

非営利団体

研究機関
企業

非営利団体

対象業務

対象施設
黒羽刑務所，静岡刑務所
笠松刑務所

収容関連サービス

職業訓練として，受刑者を使用して
給食，洗濯及び清掃を実施

総務・警備業務

民 民

官 官

システム化

民 民

官 官

システム化

最新の警備システム導入による効率的な警備

対象施設 静岡刑務所，笠松刑務所

写真撮影 指紋採取

施設警備 収容監視

領置物保管

信書検査補助

所持品検査

図書検査補助

総務系事務支援 窓口受付

自動車運転 データ入力

庁舎監視 保安事務支援

正門警備 構外巡回

対象業務

事業対象 事業期間

基本的考え方

スケールメリットによる経済性の向上

相互に関連する業務の兼務による効率化既存の委託業務と特定公共サービ
スの組合せ

○ 既存の委託業務と特定公共サービ
スの組合せ

○

複数の施設を対象○複数の施設を対象○

公共サービス改革法導入について

必要な施設整備を行い，職業訓練として，
受刑者を使用して給食，洗濯及び清掃を実施

（プログラムに対応した施設の整備）
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